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社 長  ご あ い さ つ

株主の皆様へ

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお慶び申し上げま
す。第69期の中間決算のご報告をお届けするにあたり、皆様の
日頃のご支援に、心より御礼申し上げます。
　昨今の経済環境は、国内の輸出産業を中心に景気の緩やかな
持ち直しが見られたものの、米国経済の回復基調は鈍く、欧州
諸国の財政不安もあいまって円高傾向に歯止めがかからず、経
済の先行き不透明感が払拭できない厳しい環境となりました。
建設業界におきましても、公共投資の縮減と民間設備投資の抑
制が重なり一段と厳しいものとなっております。
　このような状況の中、当社グループは、今期よりスタートい
たしました新たな中期経営計画を達成すべく、国内建設事業に
おいては縮小傾向が続く建設市場での競争力強化、海外建設事
業においては進出以来35年以上の実績を背景とした受注・施
工・管理体制の強化を推進し、企業価値の向上に全力で取り組
んでおります。
　今後も厳しい経営環境が続くものと思われますが、国内建設
事業と海外建設事業の両輪をもって安定した収益基盤を構築
し、株主の皆様のご期待にお応えすべく努力してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともご理解、ご支援を賜
りますようお願い申し上げます。

平成22年12月

取締役社長 浅井 晶
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当中間期業績概況

建 設 事 業 概 況

　当中間期におけるわが国経済は、アジア向け輸出の増加などか
ら緩やかな回復基調にありましたが、急速な円高の進行や景気対
策効果が薄れたことなどにより、企業業績の改善が鈍化するなど、
依然として厳しい環境が続いております。
　建設業界におきましては、景気の先行き不透明感から民間設備
投資は抑制傾向にあり、また、公共投資の大幅削減などにより、
厳しい受注環境が続いております。
　このような状況のもと、当社グループは国内建設事業と海外建
設事業の両輪をもって経営環境の変化に機敏に対応できる安定し
た収益基盤を構築し、強い競争力と体力のある企業に成長するこ

とを骨子とする「中期経営計画」を策定し、その目標達成に向け
て取り組んでおります。
　当中間期の業績は以下のとおりとなりました。
　連結売上高は、建設事業579億46百万円（前年同期比11.4％増）
に不動産事業他６億82百万円（前年同期比10.2％減）をあわせ、
586億28百万円（前年同期比11.1％増）となりました。
　損益面におきましては、営業利益は10億45百万円（前年同期比
40.5％増）、経常利益は９億49百万円（前年同期比55.0％増）、中
間純利益は８億70百万円（前年同期比66.7％増）となりました。

営 業 の 概 況
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中 間 連 結 決 算 概 要
中間連結貸借対照表（単位：百万円） 中間連結損益計算書（単位：百万円）

項目 当中間期
（平成22年9月30日現在）

前期
（平成22年3月31日現在）

（資産の部）

流動資産 46,725 51,059
固定資産 20,631 20,124
　有形固定資産 15,806 16,072
　無形固定資産 128 131
　投資その他の資産 4,697 3,920
資産合計 67,357 71,183

（負債の部）

流動負債 49,266 52,764
固定負債 6,043 6,478
負債合計 55,310 59,242

（純資産の部）

株主資本 13,858 13,195
　資本金 5,061 5,061
　資本剰余金 1,400 1,400
　利益剰余金 7,423 6,759
　自己株式 △26 △26
評価・換算差額等 △2,070 △1,606
　その他有価証券評価差額金 67 193
　為替換算調整勘定 △2,138 △1,800
少数株主持分 259 352
純資産合計 12,047 11,941
負債純資産合計 67,357 71,183

項目
当中間期

自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

前中間期
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

売上高 58,628 52,782
売上原価 54,983 49,399
売上総利益 3,644 3,383
販売費及び一般管理費 2,599 2,639
営業利益 1,045 744
　営業外収益 91 97
　営業外費用 188 229
経常利益 949 612
　特別利益 290 75
　特別損失 41 2
税金等調整前中間純利益 1,198 684
　法人税、住民税及び事業税 180 120
　過年度法人税等 216 ―
　法人税等調整額 11 24
少数株主損益調整前中間純利益 790 ―
　少数株主利益又は少数株主損失（△） △80 18
中間純利益 870 522

中間連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

項目
当中間期

自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

前中間期
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

営業活動によるキャッシュ･フロー 7,413 △44
投資活動によるキャッシュ･フロー △259 △958
財務活動によるキャッシュ･フロー △609 926
現金及び現金同等物に係る換算差額 △364 △116
現金及び現金同等物の増減額 6,180 △192
現金及び現金同等物の期首残高 12,326 10,702
現金及び現金同等物の中間期末残高 18,506 10,509

（ ）（ ）

（ ）（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中 間 個 別 決 算 概 要
中間個別貸借対照表（単位：百万円）

項目 当中間期
（平成22年9月30日現在）

前期
（平成22年3月31日現在）

（資産の部）

流動資産 33,726 40,143
固定資産 21,255 20,552
　有形固定資産 13,969 14,069
　無形固定資産 123 125
　投資その他の資産 7,162 6,356

資産合計 54,982 60,695

（負債の部）

流動負債 39,350 44,968
固定負債 5,685 6,089
負債合計 45,036 51,057

（純資産の部）

株主資本 9,903 9,475
　資本金 5,061 5,061
　資本剰余金 1,400 1,400
　利益剰余金 3,468 3,040
　自己株式 △26 △26
評価・換算差額等 42 162
　その他有価証券評価差額金 42 162
純資産合計 9,945 9,637
負債純資産合計 54,982 60,695

中間個別損益計算書（単位：百万円）

項目
当中間期

自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

前中間期
自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日

売上高 44,846 41,922

　完成工事高 44,355 41,364

　不動産事業売上高 490 557

売上原価 42,219 39,188

　完成工事原価 41,983 38,939

　不動産事業売上原価 236 248

売上総利益 2,626 2,734

　完成工事総利益 2,372 2,424

　不動産事業総利益 253 309

販売費及び一般管理費 2,279 2,312

営業利益 347 421

　営業外収益 214 137

　営業外費用 158 192

経常利益 402 365

　特別利益 286 73

　特別損失 30 20

税引前中間純利益 658 419

　法人税等 23 14

中間純利益 634 405

（ ）（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会 社 概 要 （平成22年9月30日現在）

��会社名 事業内容

  国内

中野開発株式会社（尼崎市） 不動産事業・その他の事業

  海外

ナカノシンガポール（PTE.）LTD.（シンガポール） 建設事業

PT.インドナカノ（インドネシア） 建設事業

タイナカノCO.,LTD.（タイ） 建設事業

ナカノコンストラクションSDN.BHD.（マレーシア） 建設事業

ナカノインターナショナルCORP.（アメリカ） 不動産事業

取締役名誉会長 大 島 義 和

代表取締役社長 浅 井 　 晶

取 　 締 　 役 笹 　 　 　 裕

取 　 締 　 役 迫 　 宗 和

取 　 締 　 役 中　野　功一郎

取 　 締 　 役 黒 河 利 秀

取 　 締 　 役 安 広 　 誠

常 勤 監 査 役（社外） 河 野 　 勝

常 勤 監 査 役 渡 邊 唯 好

監 　 査 　 役 杉 本 博 嗣

監 　 査 　 役（社外） 佐 藤 俊 一

商 号 株式会社ナカノフドー建設
創 業 昭和8年2月8日
設 立 昭和17年12月19日
資 本 金 50億6,167万8,686円
従 業 員 数 1,141名（連結）　820名（個別）（平成22年9月30日現在）
主要な事業内容 当社グループは、建設事業および不動産事業を主な内容と

して事業活動を展開しております。国内および東南アジア
では総合建設業を、北米では不動産事業を主として営んで
おります。

  国内

本 店 （東京都千代田区九段北四丁目２番28号）

東 京 本 店 （東京都千代田区） 東 北 支 社 （仙 台 市）

名 古 屋 支 社 （名 古 屋 市） 大 阪 支 社 （大 阪 市）

九 州 支 社 （福 岡 市） 土 木 支 店 （東京都千代田区）

北 海 道 支 店 （札 幌 市） 東関東支店 （千 葉 市）

北 関 東 支 店 （さ い た ま 市） 横 浜 支 店 （横 浜 市）

茨 城 支 店 （土 浦 市） 台 東 支 店 （東 京 都 台 東 区）

北 東 北 支 店 （八 戸 市）

  海外

ハノイ駐在員事務所（ベトナム）

ホーチミン駐在員事務所（ベトナム）

取締役 専務執行役員 笹 　 　 　 裕 （海外事業本部長　経営企画部・業務監査部　管掌）

取締役 専務執行役員 迫 　 宗 和（国内建設事業本部長兼東京本店長）

取締役 常務執行役員 中　野　功一郎（経理部担当）

取締役 常務執行役員 黒　河　利　秀（経営企画部・業務監査部・総務部　担当）

取締役 常務執行役員 安 広 　 誠 （海外事業本部副本部長兼海外事業本部建設部長）

専 務 執 行 役 員 望 月 藤 一（国内建設事業本部事業統轄部長）

専 務 執 行 役 員 山　下　登志治（大阪支社長）

常 務 執 行 役 員 川 口 法 男 （ナカノシンガポール社長兼ナカノコンストラクション会長）

執 行 役 員 荒 木 克 洋（東京本店副本店長）

執 行 役 員 奥 山 晶 市（東京本店副本店長）

執 行 役 員 竹 谷 紀 之 （東京本店副本店長兼東京本店リニューアル統轄部長）

執 行 役 員 服 部 　 智（タイナカノCO.,LTD.社長）

執 行 役 員 廣 瀬 泰 雄 （大阪支社副支社長兼大阪支社安全品質環境室長）

執 行 役 員 下　沖　洋一郎（名古屋支社長）

執 行 役 員 山 田 　 博（大阪支社営業統轄部長）

執 行 役 員 杉 浦 　 優（海外事業本部営業部長）

執 行 役 員 菅 谷 昭 彦（国内建設事業本部事業統轄部副部長）

取締役および監査役

主要な子会社

主要な事業所

執行役員（平成22年10月1日現在）
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株 式 状 況 （平成22年9月30日現在）
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所有者別分布状況

金融機関
11.25%

外国法人等
3.74%

個人・その他
41.73%

証券会社
0.67%

その他法人
42.61%

株式数 金融機関…………………………… 3,881千株

証券会社……………………………… 231千株

その他法人………………………… 14,700千株

外国法人等………………………… 1,291千株

個人・その他……………………… 14,393千株

■発行可能株式総数 154,792,300株

■発行済株式の総数 34,498,097株

■株主数 4,551名

■配当の状況

■大株主

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

公益財団法人大島育英会 6,756 19.65

関東興業株式会社 3,600 10.47

大島　義和 3,075 8.92

株式会社マリンドリーム 2,000 5.81

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,647 4.79

株式会社MBサービス 1,200 3.49

有田　信子 1,170 3.40

ナカノ従業員持株会 977 2.84

ナカノ友愛会投資会 700 2.04

株式会社損害保険ジャパン 442 1.29

（注）持株比率は、自己株式（106,156株）を控除して計算しております。

株式状況 株式分布状況

株価推移
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本店  〒102-0073 東京都千代田区九段北四丁目2番28号
TEL  03（3265）4661
ホームページ  http://www.wave-nakano.co.jp

株主メモ

＜表紙写真＞
①セントトーマス  コンドミニアム（シンガポール）
②コーシャハイム向原（東京都板橋区）
③三井農林株式会社新藤枝工場（静岡県藤枝市）

本報告書は再生紙を使用し、
大豆油インクで印刷しております。
ご不要の際は、ハリをはずし資源ゴミへ。

①
②

③

＜表紙写真レイアウト＞

■事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

■定時株主総会 毎年6月下旬

■基準日 毎年3月31日
そのほか必要がある場合には、あらかじめ公告いたします。

■単元株式数 500株

■ 株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　（連絡先） 〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

■公告方法 日本経済新聞に掲載いたします。

※株券電子化後の各種お手続きに関するご注意
（１） 株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続につき

ましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）にて
承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せ
ください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いができま
せんのでご注意ください。

（２） 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱
UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託
銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

（３） 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいた
します。
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